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  本研究の目的は、入学時のプレイスメント・テストから 2 年後の到達度テストまで一貫した英語教育フ
レームワークを構築し、実践へと展開することである。少子化と入試制度の柔軟化に伴い、多様な英語力
を持つ学生が大学に入学するようになった。こうした事態に対応すべく、本学では 2013 年 4 月より、独
自の英語教育フレームワークを構築し、語彙・文法の側面から英語基礎力の養成を図ることにした。 












ている5。こうした動きを後押しするかのように、文部科学省は、2013 年 4 月に国立大学の抜本
的な教育改革プランを発表した6。英語教育の改革は重要な役割を占めている。加えて、国家公務 
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  流通科学大学英語教育担当者は、2012 年度より「英語の流科・流科の英語」をスローガンに多
様な取り組みを進めてきた8。2013 年度には、語彙・文法の側面から学生の英語基礎力を養成し、






  英語教育のフレームワークの構築は、Design-based research（以下、DBR）の枠組みを参考に行
った。DBR とは、近年、外国語教育へのテクノロジーを利用する主眼とする Computer-assisted 













  第 1 フェーズでは、2012 年度まで実施していたプレイスメント・テストの現状分析を行った。
本学では、TOEIC Bridge® テストを使いプレイスメント・テストを実施し、入学者を上級（20%）、
中級（60%）、および総合（20%）の 3 つに分け、レベル別に授業を提供してきた。学生は入学時
図１. Design-base research (adapted from Amiel & Reeves, 2008) 
流通科学大学における英語教育フレームワークの構築と実践 51 
 





 テストや TOEIC Bridge® テストなど、専門的に開発された外部テストを学生の英語力
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は複言語主義（Plurilingualism）を採用している。多言語環境を前提としながらも、スムーズな労
働力の移動を可能にするために、EU では Common European Framework of Reference for Languages
（以下、CEFR）を定めている。CEFR は、英語を含む外国語教育の成果を測る指標である。CEFR
の特徴は、言語能力を能力別指標で定めている点である14。各能力別指標は、「～することができ
る」という文言で Can-Do のリスト形式で表現されている。英語を例にあげれば、CEFR で求めら
れている英語力とは、英語圏の社会を前提としたネイティブ・スピーカーの使う標準的な英語で
はなく、多様な場面や状況に対応可能な「部分的な英語」である。国内でも CEFR の考え方を踏
襲する動きが活発化している。国内では CEFR に準拠した CEFR-J が開発された15。日本英語検定
協会は、「英検 Can-do リスト」を定め16、大学教育を念頭に置いてはアカデミック英語能力判定




















  プレイスメント・テストの設計は、本学入試過去問題を再利用して行った。手順は、2004 年か
ら 2012 年までの本学入試過去問題を電子化し、約 1,000 問のアイテムバンクを構築することから
始めた。さらに、構築されたアイテムバンクの語彙・文法セクションの問題を正答率順に並べ替












とができない。例えば、100 点満点のテストを実施し、学生 A と B の得点が共に 50 点だったと






  プレイスメント・テストの結果から、受験者を上級、中級、および総合の 3 つのレベルに分類
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て研究と実践を連続的且つ継続的に行い改善を図る DBR の設計思想とも合致する。 
c. 英語教育フレームワークと授業の設計 
  英語教育フレームワークと授業の設計では、プレイスメント・テストから 2 年後の到達度テス
トまで一貫した英語教育のフレームワークを構築し、電子化した入試過去問題を 2 年間の必修英
語科目の授業で活用することを目指した。 
  この目的を実現するために、まず、電子化した入試過去問題の約 1,000 問を正答率順に並べ替
え、20 問ずつを 1 セットに分割し、合計 48 セットの問題群を作成した。さらに、48 セットの問
題群を 12セットずつに 4分割し、セット1からセット 12までを「基礎問題」（正答率 99.1%–66.4%）、
セット 13 からセット 24 までを「標準問題」（正答率 66.4%–52.7%）、セット 25 からセット 36 ま




間を使って取り組むことにした。授業内で問題に取り組む時間は 20 分から 30 分とし、翌週には
前週分の問題の小テストを行う授業サイクルを「授業の円環」20を参考にガイドラインとして定
めた。 































  第 3 フェーズでは、全学の英語Ⅱ、Ⅳおよび再履修科目受講者を対象に、β版の試用を行った
（2013 年 1 月）。テスト結果の分析は、受験者の延べ人数（N = 1,489 名）から、複数科目を受講
する学生と再履修の学生のスコアを除いて行った（n = 945、M = 41.19、SD = 9.31、図 3）。問題
項目は、ラッシュモデルを使って分析した。その結果、受験者能力値の平均は-0.47、標準偏差は
0.54、受験者能力値の信頼性は.78 であった。項目難度の平均は 0、標準偏差は 1.32、項目難度推




粋な意味でのミスフィットとは言い難い。全体として極端なミスフィット（infit MSNQ 0.75 以下、







図 2. 学習管理システムの教材一例 
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図 3. β版の結果 




  第 4 フェーズでは、プレイスメント・テスト ver. 1.0 を使って、2013 年度入学者の内、英語専
修の学生 653 名を対象に、クラス別レベル判定の実践を行った（M = 37.31、SD = 11.45）。ラッシ
ュモデルによる分析の結果、受験者能力値の平均は-0.62、標準偏差は 0.60、受験者能力値の信頼
性は.84 であった。項目難度の平均は 0、標準偏差は 0.90、項目難度推定値の信頼性は.99 であっ
た。図 5 は、能力値と項目難度を対応させたものである。図 5 より、難易度の低い問題のフィッ
トが改善されていることが分かる。全体としては、極端なミスフィットは確認されなかったこと
から、プレイスメント・テスト ver. 1.0 の結果を利用して、クラス別レベル判定を行った。 
  図 6 は、2013 年度 1 年生のプレイスメント・テストと 2013 前期の到達度の結果から、2 つのテ
























図 5. PT ver. 1.0の能力値と項目難度の対応 
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  本研究の成果として、以下の 3 つをあげることができる。 
 
  ①  プレイスメント・テスト ver. 1.0 を開発したこと 
  ②  クラス分けレベル判定のための確率モデルを構築したこと 
  ③  2 年間を一貫した英語教育フレームワークを全学規模で構築したこと 
 












M = 19.04 
SD = 6.25 
M = 22.41 
SD = 5.86 
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